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(57)【要約】
【課題】切削機械加工の点でより望ましい造形物の製造方法を提供すること。
【解決手段】（ｉ）造形プレート上に設けた粉末層の所定箇所に光ビームを照射して前記
所定箇所の粉末を焼結又は溶融固化させて固化層を形成する工程、および、（ｉｉ）得ら
れた固化層の上に新たな粉末層を形成し、前記新たな粉末層の所定箇所に光ビームを照射
して更なる固化層を形成する工程を繰り返して行う三次元形状造形物の製造方法であって
、造形プレートおよび／または粉末層が、前記光ビームの照射によって焼きの入る材質と
なっており、また、固化層形成に際して造形プレートおよび／または粉末層に対して焼き
が入ってしまった場合、その焼きが入った箇所を光ビームによって焼き鈍し処理し、それ
によって、造形プレートと固化層との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００となるよ
うにすることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）造形プレート上に設けた粉末層の所定箇所に光ビームを照射して前記所定箇所の
粉末を焼結又は溶融固化させて固化層を形成する工程、および
　（ｉｉ）得られた固化層の上に新たな粉末層を形成し、前記新たな粉末層の所定箇所に
光ビームを照射して更なる固化層を形成する工程
を繰り返して行う三次元形状造形物の製造方法であって、
　造形プレートおよび／または粉末層が前記光ビームの照射によって焼きの入る材質とな
っており、また
　固化層形成に際して造形プレートおよび／または粉末層に対して焼きが入ってしまった
場合、その焼きが入った箇所を光ビームによって焼き鈍し処理し、それによって、造形プ
レートと固化層との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００となるようにすることを特
徴とする製造方法。
【請求項２】
　焼き鈍し処理に用いる光ビーム源として、固化層の形成に用いる光ビーム源を用いるこ
とを特徴とする、請求項１に記載の三次元形状造形物の製造方法。
【請求項３】
　固化層の形成に用いる光ビームの照射エネルギー密度よりも小さい照射エネルギー密度
の光ビームを用いて、焼き鈍し処理を行うことを特徴とする、請求項１または２に記載の
三次元形状造形物の製造方法。
【請求項４】
　集光径、走査ピッチおよび走査速度の少なくとも１つを調整した光ビームを用いて、焼
き鈍し処理を行うことを特徴とする、請求項３に記載の三次元形状造形物の製造方法。
【請求項５】
　造形プレートおよび／または粉末層が前記光ビームの照射によって焼きの入ることがな
いように、前記工程（ｉ）および前記工程（ｉｉ）を６００～１０００℃の高温雰囲気下
で実施することを特徴とする、請求項１に記載の三次元形状造形物の製造方法。
【請求項６】
　照射エネルギー密度０．５～２．５Ｊ／ｍｍ２の光ビームでもって固化層の形成を行う
ことを特徴とする、請求項５に記載の三次元形状造形物の製造方法。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の製造方法で得られた三次元形状造形物であって、
　三次元形状造形物が造形プレートと一体化しており、造形プレートと三次元形状造形物
との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００となっていることを特徴とする三次元形状
造形物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、三次元形状造形物の製造方法および三次元形状造形物に関する。より詳細に
は、本発明は、粉末層の所定箇所に光ビームを照射して固化層を形成することを繰り返し
実施することによって複数の固化層が積層一体化した三次元形状造形物を製造する方法に
関すると共に、それによって得られる三次元形状造形物にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、粉末材料に光ビームを照射して三次元形状造形物を製造する方法（一般的に
は「粉末焼結積層法」と称される）が知られている。かかる方法では、「（ｉ）粉末層の
所定箇所に光ビームを照射することよって、かかる所定箇所の粉末を焼結又は溶融固化さ
せて固化層を形成し、（ｉｉ）得られた固化層の上に新たな粉末層を敷いて同様に光ビー
ムを照射して更に固化層を形成する」といったことを繰り返して三次元形状造形物を製造
している（特許文献１または特許文献２参照）。粉末材料として金属粉末やセラミック粉
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末などの無機質の粉末材料を用いた場合では、得られた三次元形状造形物を金型として用
いることができ、樹脂粉末やプラスチック粉末などの有機質の粉末材料を用いた場合では
、得られた三次元形状造形物をモデルとして用いることができる。このような製造技術に
よれば、複雑な三次元形状造形物を短時間で製造することが可能である。
【０００３】
　粉末焼結積層法では、酸化防止等の観点から不活性雰囲気下に保たれたチャンバー内で
三次元形状造形物が製造される場合が多い。粉末材料として金属粉末を用い、得られる三
次元形状造形物を金型として用いる場合を例にとると、図１に示すように、まず、所定の
厚みｔ１の粉末層２２を造形プレート２１上に形成した後（図１（ａ）参照）、光ビーム
を粉末層２２の所定箇所に照射して、造形プレート２１上において固化層２４を形成する
。そして、形成された固化層２４の上に新たな粉末層２２を敷いて再度光ビームを照射し
て新たな固化層を形成する。このように繰り返して固化層を形成すると、複数の固化層２
４が積層一体化した三次元形状造形物を得ることができる（図１（ｂ）参照）。最下層に
相当する固化層は造形プレート面に接着した状態となって形成され得るので、三次元形状
造形物と造形プレートとは相互に一体化した状態となる。一体化した三次元形状造形物と
造形プレートとは、そのまま金型として用いることができる。
【０００４】
　ここで、造形プレートと一体化した三次元形状造形物を金型として用いる場合、最下層
に相当する固化層（＝第１層目の固化層）の形成は、造形プレートとの密着性を高めるた
めに、比較的高いエネルギーの光ビームを照射して行われるのが一般的である。造形プレ
ート（特に鋼材から成る造形プレート）の表面は、高エネルギーの光ビームを受けると、
図２に示すように、その表面箇所および近傍が急加熱・急速冷却にさらされることにより
“焼き入れられた組織”となって硬くなる（例えば、特許文献３および４参照）。これに
より、造形プレート内では硬度差が生じるだけでなく、造形プレートと造形物との間でも
硬度差が生じてしまう。“焼き入れ”により硬くなった箇所が存在すると、造形物製造後
に切削機械加工を行う際に不都合となるので好ましくない。具体的には、硬くなった箇所
に対してドリルによる穴開け加工や旋盤による旋削加工などの切削機械加工を行うと、ド
リル刃先の欠損やドリルシャンクの折れやバイト刃先の欠損などが発生してしまう可能性
があるだけでなく、そのような不都合を回避すべく加工条件を変更又は制御しなければな
らない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表平１－５０２８９０号公報
【特許文献２】特開２０００－７３１０８号公報
【特許文献３】特開２００８－２８０５８１号公報
【特許文献４】特開２００８－２８０５８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、かかる事情に鑑みて為されたものである。即ち、本発明の課題は、三次元形
状造形物の製造方法の中でも、切削機械加工の点でより望ましい造形物を製造できる方法
を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明では、
　（ｉ）造形プレート上に設けた粉末層の所定箇所に光ビーム（例えばレーザ光のような
指向性エネルギービーム）を照射して前記所定箇所の粉末を焼結又は溶融固化させて固化
層を形成する工程、および
　（ｉｉ）得られた固化層の上に新たな粉末層を形成し、前記新たな粉末層の所定箇所に
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光ビームを照射して更なる固化層を形成する工程
を繰り返して行う三次元形状造形物の製造方法であって、
　造形プレートと固化層との硬度差が、ビッカース硬度Ｈｖで０～４００となるようにす
ることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法が提供される。
【０００８】
　本発明の製造方法は、造形プレート硬度と固化層硬度との差が小さい又は発生しないこ
とを特徴としている。より具体的には、本発明の製造方法では、「造形プレートにおいて
造形物が形成される領域部分」と「造形物の底部分」との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで
４００以内となるようにする。
【０００９】
　本明細書にいう「ビッカース硬度Ｈｖ」とは、JIS　Z2244の規格に準じて荷重２００～
１０００gfでもって１０秒間押し込んだ後、それによって形成されたくぼみの対角線長さ
から求められる数値を意味している。
【００１０】
　ある好適な態様では、造形プレートおよび粉末層が、固化層形成時の光ビームの照射に
よって焼きの入らない材質から成っており、造形プレートと粉末層との硬度差がビッカー
ス硬度Ｈｖで０～５００となっている。かかる態様では、造形プレートの材質が、炭素含
有量０～０．３質量％の鉄系材料、オーステナイト系ステンレス鋼、フェライト系ステン
レス鋼、銅、チタンおよびアルミから成る群から選択される少なくとも１種類の材料を含
んで成ることが好ましい。一方、粉末層は、少なくとも鉄粉末とニッケル粉末とを含んで
成る混合粉末の粉末層であることが好ましい（かかる場合、ニッケル粉末は、混合粉末の
重量基準で５～３０重量％程度含まれていることが好ましい）。
）。
【００１１】
　また、別のある好適な態様では、造形プレートおよび／または粉末層が固化層形成時の
光ビームの照射によって焼きの入る材質（例えば鉄系材料）となっており、固化層の形成
に際して造形プレートおよび／または粉末層に対して焼きが入ってしまった場合、その焼
きが入った箇所（例えば、造形プレートと固化層との接合界面近傍）を光ビームによって
焼き鈍し処理する。焼き鈍し処理に用いる光ビーム源としては、固化層の形成に用いる光
ビーム源を用いてもよい。尚、かかる態様においては、固化層形成に用いる光ビームの照
射エネルギー密度よりも小さい照射エネルギー密度の光ビームを用いて、焼き鈍し処理を
行うことが好ましい。特に、集光径、走査ピッチおよび走査速度の少なくとも１つを調整
した光ビームを用いて、焼き鈍し処理を行うことが好ましい。
【００１２】
　更に別のある好適な態様では、造形プレートおよび／または粉末層が光ビームの照射に
よって焼きの入ることがないように、６００～１０００℃の高温雰囲気下で工程（ｉ）お
よび工程（ｉｉ）を実施する。即ち、６００～１０００℃の高温雰囲気下で固化層（特に
、第１層目の固化層）の形成を行う。この場合、０．５～２．５Ｊ／ｍｍ２の小さい照射
エネルギー密度の光ビームを用いて固化層の形成を行うことが好ましい。
【００１３】
　本発明では、上述した製造方法で得られる三次元形状造形物も提供される。特に好適な
態様では、かかる三次元形状造形物は造形プレートと一体化しており、造形プレートと三
次元形状造形物との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００（即ち、４００以内）とな
っている。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の製造方法では、得られる三次元形状造形物につき、造形プレート硬度と固化層
硬度との差が小さくなっている又は発生しないようになっている。つまり、造形プレート
と一体化して得られる三次元形状造形物において硬度差が減じられている。従って、造形
物製造後においてドリルによる穴開け加工や旋盤による旋削加工などの切削機械加工を行
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う際、ドリル刃先の欠損やドリルシャンクの折れやバイト刃先の欠損などを防止できるだ
けでなく、そのような工具の折れ・欠損を回避するための煩雑な制御が必要なくなる。よ
り具体的にいうと、造形プレート硬度と固化層硬度との差が大きい場合、即ち、柔らかい
箇所と硬い箇所とが存在する場合では、柔らかい箇所と硬い箇所とで加工条件を変えなけ
ればならないところ（仮に同じ加工条件で行うと工具の折れ・欠損が生じてしまうことに
なり得る）、本発明により得られる「造形プレートと一体化した三次元形状造形物」では
、造形プレートと三次元形状造形物との間の硬度差が小さい又は実質的に硬度差が存在し
ないので、そのように加工条件を変える必要がなくなる。換言すれば、本発明では、同じ
加工条件であっても工具の折れ・欠損が生じることはないといえる。
【００１５】
　また、従来技術においては、造形プレートと三次元形状造形物との硬度差（特にそれら
の界面近傍の硬度）を想定した上で切削加工用の工具ないしは設備を用意しなければなら
なかったものの、本発明では、製造設備自体を実質的に変更することなく、かかる硬度差
を減じることができるといった点でも有益である。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】光造形複合加工機の動作を模式的に示した断面図
【図２】焼き入れが生じた態様を表した模式図
【図３】粉末焼結積層法が行われる態様を模式的に示した斜視図
【図４】粉末焼結積層法が実施される光造形複合加工機の構成を模式的に示した斜視図
【図５】光造形複合加工機の動作のフローチャート
【図６】光造形複合加工プロセスを経時的に表した模式図
【図７】「焼きの入らない材質を使用する態様」を概念的に表した模式図
【図８】焼きの入らない材質を用いた場合の硬度差を示すグラフ
【図９】「焼き鈍し処理を行う態様」を概念的に表した模式図
【図１０】焼き鈍し処理時の光ビームの走査態様を概念的に表した模式図
【図１１】「焼き入れが生じない条件で固化層形成を行う態様」を概念的に表した模式図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下では、図面を参照して本発明をより詳細に説明する。　
【００１８】
　［粉末焼結積層法］
　まず、本発明の製造方法の前提となる粉末焼結積層法について説明する。図１，図３お
よび図４には、粉末焼結積層法を実施できる光造形複合加工機１の機能および構成が示さ
れている。光造形複合加工機１は、「金属粉末および樹脂粉末などの粉末を所定の厚みで
敷くことによって粉末層を形成する粉末層形成手段２」と「外周が壁２７で囲まれた造形
タンク２９内においてシリンダー駆動で上下に昇降する造形テーブル２０」と「造形テー
ブル２０上に配され造形物の土台となる造形プレート２１」と「光ビームＬを任意の位置
に照射する光ビーム照射手段３」と「造形物の周囲を削る切削手段４」とを主として備え
ている。粉末層形成手段２は、図１に示すように、「外周が壁２６で囲まれた粉末材料タ
ンク２８内においてシリンダー駆動で上下に昇降する粉末テーブル２５」と「造形プレー
ト上に粉末層２２を形成するためのスキージング用ブレード２３」とを主として有して成
る。光ビーム照射手段３は、図３および図４に示すように、「光ビームＬを発する光ビー
ム発振器３０」と「光ビームＬを粉末層２２の上にスキャニング（走査）するガルバノミ
ラー３１（スキャン光学系）」とを主として有して成る。必要に応じて、光ビーム照射手
段３には、光ビームスポットの形状を補正するビーム形状補正手段（例えば一対のシリン
ドリカルレンズと、かかるレンズを光ビームの軸線回りに回転させる回転駆動機構とを有
して成る手段）やｆθレンズなどが具備されている。切削手段４は、「造形物の周囲を削
るミーリングヘッド４０」と「ミーリングヘッド４０を切削箇所へと移動させるＸＹ駆動
機構４１」とを主として有して成る（図３および図４参照）。
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【００１９】
　光造形複合加工機１の動作を図１、図５および図６を参照して詳述する。図５は、光造
形複合加工機の動作フローを示しており、図６は、光造形複合加工プロセスを経時的に簡
易に示している。
【００２０】
　光造形複合加工機の動作は、粉末層２２を形成する粉末層形成ステップ（Ｓ１）と、粉
末層２２に光ビームＬを照射して固化層２４を形成する固化層形成ステップ（Ｓ２）と、
造形物の表面を切削する切削ステップ（Ｓ３）とから主に構成されている。粉末層形成ス
テップ（Ｓ１）では、最初に造形テーブル２０をΔｔ１下げる（Ｓ１１）。次いで、粉末
テーブル２５をΔｔ１上げた後、図１（ａ）に示すように、スキージング用ブレード２３
を、矢印Ａ方向に移動させ、粉末テーブル２５に配されていた粉末（例えば「平均粒径５
μｍ～１００μｍ程度の鉄粉」または「平均粒径３０μｍ～１００μｍ程度のナイロン、
ポリプロピレン、ＡＢＳ等の粉末」）を造形プレート２１上へと移送させつつ（Ｓ１２）
、所定厚みΔｔ１にならして粉末層２２を形成する（Ｓ１３）。次に、固化層形成ステッ
プ（Ｓ２）に移行し、光ビーム発振器３０から光ビームＬ（例えば炭酸ガスレーザ、Ｎｄ
：ＹＡＧレーザまたは紫外線など）を発し（Ｓ２１）、光ビームＬをガルバノミラー３１
によって粉末層２２上の任意の位置にスキャニングし（Ｓ２２）、粉末を溶融させ、固化
させて造形プレート２１と一体化した固化層２４を形成する（Ｓ２３）。光ビームは、空
気中を伝達させることに限定されず、光ファイバーなどで伝送させてもよい。
【００２１】
　固化層２４の厚みがミーリングヘッド４０の工具長さ等から求めた所定厚みになるまで
粉末層形成ステップ（Ｓ１）と固化層形成ステップ（Ｓ２）とを繰り返し、固化層２４を
積層する（図１（ｂ）参照）。尚、新たに積層される固化層は、焼結又は溶融固化に際し
て、既に形成された下層を成す固化層と一体化することになる。
【００２２】
　積層した固化層２４の厚みが所定の厚みになると、切削ステップ（Ｓ３）へと移行する
。用いる切削手段は、汎用の数値制御（ＮＣ：Ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）工
作機械またはそれに準ずるものであってよい。特に、切削工具（エンドミル）を自動交換
可能なマシニングセンタ（ＭＣ）であることが好ましい。エンドミルは、例えば超硬素材
の二枚刃ボールエンドミルが主に用いられる。加工形状や目的に応じて、スクエアエンド
ミル、ラジアスエンドミル、ドリルなども用いてよい。図１および図６に示すような態様
ではミーリングヘッド４０を駆動させることによって切削ステップの実施を開始している
（Ｓ３１）。例えば、ミーリングヘッド４０の工具（ボールエンドミル）が直径１ｍｍ、
有効刃長さ３ｍｍである場合、深さ３ｍｍの切削加工ができるので、Δｔ１が０．０５ｍ
ｍであれば、６０層の固化層を形成した時点でミーリングヘッド４０を駆動させる。ＸＹ
駆動機構４１によってミーリングヘッド４０を矢印Ｘ及び矢印Ｙ方向に移動させ、積層し
た固化層２４から成る造形物の表面を切削加工する（Ｓ３２）。そして、三次元形状造形
物の製造が依然終了していない場合では、粉末層形成ステップ（Ｓ１）へ戻ることになる
。以後、Ｓ１乃至Ｓ３を繰り返して更なる固化層２４を積層することによって、三次元形
状造形物の製造を行う（図６参照）。
【００２３】
　固化層形成ステップ（Ｓ２）における光ビームＬの照射経路と、切削ステップ（Ｓ３）
における切削加工経路とは、予め三次元ＣＡＤデータから作成しておく。この時、等高線
加工を適用して加工経路を決定する。例えば、固化層形成ステップ（Ｓ２）では、三次元
ＣＡＤモデルから生成したＳＴＬデータを等ピッチ（例えばΔｔ１を０．０５ｍｍとした
場合では０．０５ｍｍピッチ）でスライスした各断面の輪郭形状データを用いる。
【００２４】
　［本発明の製造方法］
　本発明の製造方法は、上述した粉末焼結積層法につき、特に、光ビーム照射に起因した
“焼き入れ現象”に着目している。より具体的には、本発明では、造形物の製造に際して
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、“焼き入れ”が生じないようにしているか、あるいは、そのような“焼き入れ”が入っ
たとしても、それを減じるようにしている。
【００２５】
　以下の説明では、粉末として「金属粉末」を用いる態様（即ち、粉末層として金属粉末
層を用いる態様）を例にとって説明する。
【００２６】
　本発明の製造方法では、造形プレートと固化層との硬度差が、ビッカース硬度Ｈｖで０
～５００となるようにする。より具体的には、「造形プレートにおいて造形物が形成され
る表面領域部分」と「造形物の底部分」との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～５００と
なるようにする。このような硬度差にすると、造形プレートと造形物との界面近傍に対し
てドリルによる穴開け加工や旋盤による旋削加工などの切削機械加工を行う際、ドリル刃
先の欠損やドリルシャンクの折れやバイト刃先の欠損などを防止できるだけでなく、その
ような工具の折れ・欠損を回避するための煩雑な制御が必要なくなる。
【００２７】
　造形プレートと固化層との硬度差は、できるだけ小さくすることが好ましく、最も望ま
しくは硬度差が０である。即ち、造形プレートと固化層との間には硬度差がないことが最
も望ましい。従って、本発明の製造方法では、造形プレートと固化層との硬度差がビッカ
ース硬度Ｈｖで４００以内となるようにするが、その中でも好ましくはビッカース硬度Ｈ
ｖで２００以内、より好ましくはビッカース硬度Ｈｖで１００以内とする。尚、本明細書
では、造形プレートと固化層との硬度差を“ビッカース硬度（Vickers Hardness）”で規
定しているが、必ずしもそれに限定されず、同じ硬度差を有する他の硬度単位であっても
、効果としては同じであり、本発明の範囲に含まれることに留意されたい。
【００２８】
　「造形プレートと固化層との硬度差が、ビッカース硬度Ｈｖで０～４００となるように
する」といった態様には、種々の態様が考えられる。以下それについて詳述する。
【００２９】
　（焼きの入らない材質を使用する態様）
　「焼きの入らない材質を使用する態様」の概念を図７に示す。図示するように、造形プ
レートおよび粉末層が光ビームの照射によって焼きの入らない材質から成っていると共に
、造形プレートと粉末層との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～５００となっている。か
かる態様では、造形プレートおよび粉末層の双方が、固化層形成時に照射される光ビーム
によって焼きが入らないので、固化層形成の前後でそれらの硬度が実質的に変化しない。
そして、造形プレートと粉末層とは、そもそも硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～５００
となっているので、最終的には造形プレートと固化層との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで
０～５００となり得る。
【００３０】
　ここで、本明細書にいう「焼きが入る」とは、加熱（特に急加熱）された材料が急冷に
付されることで、材料硬度が増加する物理現象を実質的に意味している。特定の理論に拘
束されるわけではないが、「焼きが入る」とは、例えば、加熱によって結晶組成がオース
テナイト化した材料を急冷することによってマルテンサイト化させる現象を指している。
従って、「焼きの入らない材質」とは、加熱（特に急加熱）されて急冷されたとしても、
材料硬度が実質的に増すことのない材質（例えば、マルテンサイト化しない材質）を意味
している。
【００３１】
　「造形プレートが光ビームの照射によって焼きの入らない材質から成る態様」としては
、造形プレートの材質が、炭素含有量０～０．３質量％の鉄系材料（例えば炭素含有量約
０．１質量％の鉄系材料）、オーステナイト系ステンレス鋼（例えばＳＵＳ３０４）、フ
ェライト系ステンレス鋼（例えばＳＵＳ４３０）、銅、チタンおよびアルミから成る群か
ら選択される少なくとも１種類の材料を含んで成る例を挙げることができる。また、「粉
末層が光ビームの照射によって焼きの入らない材質から成っている態様」としては、粉末
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層が、鉄粉末とニッケル粉末とを少なくとも含んで成る混合粉末の粉末層となっている例
を挙げることができる。尚、かかる「鉄粉末とニッケル粉末とを含んで成る混合粉末」に
は、その他、ニッケル系合金粉末、銅粉末、銅系合金粉末および／または黒鉛粉末などを
含んでいてもよい（例えば、鉄粉末の配合量が６０～９０重量％、ニッケル粉末及びニッ
ケル系合金粉末の両方又はいずれか一方の配合量が５～３５重量％、銅粉末および／また
は銅系合金粉末の両方又はいずれか一方の配合量が５～１５重量％、ならびに、黒鉛粉末
の配合量が０．２～０．８重量％となった混合粉末であってよい）。更には、粉末層は、
銅マンガン合金粉末（ＣｕＭｎ粉末）を含んで成るものであってもよく、例えば、７０％
ＳＣＭ４４０－２０％Ｎｉ－１０％ＣｕＭｎ－０．３％Ｃであってよい。
【００３２】
　図８には、“焼きの入らない材質”の条件下で得られた結果を示している（特に図８の
（ａ）参照）。具体的には、図８において（ａ）のグラフは、「焼きの入らない造形プレ
ート材質」としてＳＵＳ３０３を用い、「焼きの入らない粉末層材質」として、前記７０
％ＳＣＭ４４０－２０％Ｎｉ－１０％ＣｕＭｎ－０．３％Ｃを用いたものである。図８の
（ｂ）の焼きの入る材質条件のグラフと比較すると理解しやすいように、図８の（ａ）の
焼きの入らない材質条件では、造形プレートと粉末層との硬度差が実質的に存在しないこ
とが分かる。
【００３３】
　好ましい造形プレート材質と粉末層材質との組合せとしては、例えば、造形プレートが
オーステナイト系ステンレス鋼（例えばＳＵＳ３０４）を含んで成り、粉末層が少なくと
も鉄粉末とニッケル粉末とを含んで成る組み合わせを挙げることができる。また、造形プ
レートが銅、チタンおよび／またはアルミなどの非鉄金属材料を含んで成り、粉末層が、
同じく、銅、チタンおよび／またはアルミなどの非鉄金属粉末を含んで成る組み合わせも
挙げることができる。
【００３４】
　（焼き鈍し処理を行う態様）
　「焼き鈍し処理を行う態様」の概念を図９に示す。造形プレートおよび／または粉末層
が光ビーム照射に起因して焼きの入る材質から成っており、固化層の形成に際して造形プ
レートおよび／または粉末層に対して焼きが入ってしまった場合、図示するように、その
焼きが入った箇所を光ビームによって焼き鈍し処理する。換言すれば、造形プレートおよ
び／または粉末層が、固化層形成時に照射される光ビームに起因して焼きの入ってしまっ
た際、その“焼き入れ”により硬度が高くなってしまった箇所（以後では「焼き入れ箇所
」とも称す）に対して焼き鈍し処理を行う。一般的には、造形プレートと造形物との界面
近傍、特には造形プレートの表面部分に焼きが入ることが多いので、その部分に対して焼
き鈍し処理を行う（造形プレート表面に形成される“焼き入れ箇所”については、「図８
の（ｂ）の硬度が増加している部分」を参照のこと）。かかる焼き鈍し処理を行うと、焼
き入れ箇所が軟らかくなるので、最終的には造形プレートと固化層との硬度差がビッカー
ス硬度Ｈｖで０～５００となり得る。
【００３５】
　「造形プレートが光ビームの照射に起因して焼きの入る材質から成る態様」の例として
は、造形プレートの材質が炭素鋼（例えばＳ４５Ｃ、Ｓ５０ＣおよびＳ５５Ｃなど）を含
んで成るものを挙げることができる。その一方、「粉末層が光ビームの照射に起因して焼
きの入る材質から成る態様」の例としては、粉末層が、クロムモリブデン鋼粉末やダイス
鋼粉末から成るものを挙げることができる。
【００３６】
　ここで、本明細書で用いる「焼き鈍し処理」とは、“焼き入れ箇所”を或る温度に加熱
して、冷却（好ましくはゆっくりと冷却）する処理を一般に指しており、「焼鈍（しょう
どん）」または「アニーリング」とも呼ぶことができるものである。例えば、“焼き入れ
箇所”を５５０～８５０℃程度（より好ましくは６００～８００℃程度）に加熱し（場合
によっては、加熱後に得られた温度を約０．５時間～約１０時間維持し）、その後、２０
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～３０℃の温度にまで８～２４時間程度かけて冷却することが好ましい。尚、焼き鈍し処
理に際は、必要に応じて、減圧下、真空下または不活性雰囲気下で行ってもよい。
【００３７】
　焼き鈍し処理に用いる光ビーム源としては、専用の光ビーム源を用いることができるも
のの、固化層形成に用いる光ビーム源を用いてもよい。即ち、図３または図４にて符合３
で示す光ビーム照射手段を用いて焼き鈍し処理を行ってよい。かかる場合、製造設備自体
を実質的に変更しなくてよいので、製造設備コストなどの点で有利であると共に、固化層
形成に引き続いて、焼き鈍し処理を間断なく実施できるので、製造時間の点でも有利であ
る。
【００３８】
　一般的には、焼き鈍し処理に用いる光ビームＬ’は、固化層形成に用いる光ビームＬよ
りも小さい照射エネルギー密度を有するものが好ましい。より具体的には、焼き鈍し処理
に用いる光ビームＬ’の照射エネルギー密度Ｅ’は、固化層形成に用いる光ビームＬの照
射エネルギー密度Ｅの２割～８割程度、より好ましくは３割～７割程度であってよい。あ
くまでも一例にすぎないが、図９に示すように、粉末層厚さＴａが５０μｍの場合では、
固化層形成の照射エネルギー密度Ｅを１０Ｊ／ｍｍ２程度とする一方、焼き鈍し処理の照
射エネルギー密度Ｅ’を５Ｊ／ｍｍ２程度とする。
【００３９】
　固化層形成の照射エネルギー密度よりも小さい光ビームＬ’でもって焼き鈍し処理を行
う態様は、特に、集光径、走査ピッチおよび走査速度の少なくとも１つを調整して行うこ
とが好ましい。例えば、固化層形成時よりも、（ａ）光ビームの集光径（即ち、レーザス
ポット径）を大きくすること、（ｂ）光ビームの走査ピッチを狭めること、および／また
は、（ｃ）光ビームの走査速度を上げること等を施した光ビームＬ’でもって“焼き入れ
箇所”を複数回照射してよい（より好ましくは、所定の時間を空けて複数回照射される）
。一例として、図１０に示すように、固化層形成時よりもスポット径を大きくすると共に
、固化層形成時よりも走査ピッチを狭めることによって、焼き入れ箇所（図１０（ｂ）に
示すポイントＡ’）が、数回にわたってより小さいエネルギー密度の光ビームで照射され
る態様を挙げることができる。かかる場合、図１０（ｂ）の「ポイントＡ’における時間
－温度グラフ」に示されるように、ポイントＡ’には徐々に冷却されるのと同様の効果が
もたらされるので、ポイントＡ’が焼き鈍し処理されることになる。
【００４０】
　（焼き入れが生じない条件で固化層形成を行う態様）
「焼き入れが生じない条件で固化層形成を行う態様」を図１１に示す。図示するように、
固化層の形成（即ち、本発明の製造方法の工程（ｉ）および工程（ｉｉ））を６００～１
０００℃程度の高温雰囲気下、好ましくは８００～１０００℃程度の高温雰囲気下で実施
する。かかる態様では、固化層形成に際して周辺雰囲気の温度が非常に高いので、固化層
形成に際して、光ビームの照射箇所が“急加熱・急速冷却”の状態とならない。従って、
光ビームの照射箇所に対して焼きが入ることがなく、最終的には造形プレートと固化層と
の硬度差もビッカース硬度Ｈｖで０～４００となり得る（造形プレートと粉末層との硬度
差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００となっている場合を想定している）。換言すれば、
かかる態様では、照射エネルギー密度の小さい光ビームでもって固化層形成が可能である
ので、照射箇所が“急加熱・急速冷却”の状態とならず、“焼き入れ”が回避される。具
体的には０．５～２．５Ｊ／ｍｍ２程度の小さい照射エネルギー密度の光ビームでもって
固化層の形成、特に、最下層に相当する第１層目の固化層の形成を行う。尚、本明細書に
おいて照射エネルギー密度Ｅとは、以下の式で表される：
　Ｅ＝Ｐ／（δ×ｖ）
　　　Ｅ［Ｊ／ｍｍ２］：照射エネルギー密度
　　　Ｐ［Ｗ］：出力
　　　δ［ｍｍ］：光ビームの走査ピッチ
　　　ｖ［ｍｍ／ｓ］：光ビームの走査速度
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【００４１】
　“高温雰囲気”は、密閉チャンバー内に加熱ガスを供給して形成してもよいし、密閉チ
ャンバー内で雰囲気ガスを加熱することによって形成してもよい。尚、高温雰囲気を成す
ガスとしては、例えば、窒素ガスなどの不活性ガスを挙げることができる。
【００４２】
　最後に包括的に整理すると、上述した本発明は下記態様を包含していることを確認的に
述べておく。
第１態様：（ｉ）造形プレート上に設けた粉末層の所定箇所に光ビームを照射して前記所
定箇所の粉末を焼結又は溶融固化させて固化層を形成する工程、および
　（ｉｉ）得られた固化層の上に新たな粉末層を形成し、前記新たな粉末層の所定箇所に
光ビームを照射して更なる固化層を形成する工程
を繰り返して行う三次元形状造形物の製造方法であって、
　造形プレートと固化層との硬度差が、ビッカース硬度Ｈｖで０～４００となるようにす
ることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
第２態様：上記第１態様において、造形プレートおよび粉末層が、前記光ビームの照射に
よって焼きの入らない材質から成っており、造形プレートと粉末層との硬度差がビッカー
ス硬度Ｈｖで０～４００となっていることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
第３態様：上記第２態様において、造形プレートの材質が、炭素含有量０～０．３質量％
の鉄系材料、オーステナイト系ステンレス鋼、フェライト系ステンレス鋼、銅、チタンお
よびアルミから成る群から選択される少なくとも１種類の材料を含んで成ることを特徴と
する、三次元形状造形物の製造方法。
第４態様：上記第２態様において、粉末層が、少なくとも鉄粉末とニッケル粉末とを含ん
で成る混合粉末の粉末層であることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
第５態様：上記第１態様において、造形プレートおよび／または粉末層が、前記光ビーム
の照射によって焼きの入る材質となっており、
　固化層形成に際して造形プレートおよび／または粉末層に対して焼きが入ってしまった
場合、その焼きが入った箇所を光ビームによって焼き鈍し処理することを特徴とする、三
次元形状造形物の製造方法。
第６態様：上記第５態様において、焼き鈍し処理に用いる光ビーム源として、固化層の形
成に用いる光ビーム源を用いることを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。

第７態様：上記第５態様または第６態様において、固化層の形成に用いる光ビームの照射
エネルギー密度よりも小さい照射エネルギー密度の光ビームを用いて、焼き鈍し処理を行
うことを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
第８態様：上記第７態様において、集光径、走査ピッチおよび走査速度の少なくとも１つ
を調整した光ビームを用いて、焼き鈍し処理を行うことを特徴とする、三次元形状造形物
の製造方法。
第９態様：上記第１態様において、造形プレートおよび／または粉末層が前記光ビームの
照射によって焼きの入ることがないように、前記工程（ｉ）および前記工程（ｉｉ）を６
００～１０００℃の高温雰囲気下で実施することを特徴とする、三次元形状造形物の製造
方法。
第１０態様：上記第９態様において、照射エネルギー密度０．５～２．５Ｊ／ｍｍ２の光
ビームでもって固化層の形成を行うことを特徴とする、三次元形状造形物の製造方法。
第１１態様：上記第１態様～第１０態様のいずれかの製造方法で得られた三次元形状造形
物であって、
　三次元形状造形物が造形プレートと一体化しており、造形プレートと三次元形状造形物
との硬度差がビッカース硬度Ｈｖで０～４００となっていることを特徴とする三次元形状
造形物。
【００４３】
　以上、本発明の実施形態について説明してきたが、本発明の適用範囲のうちの典型例を
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を当業者は容易に理解されよう。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明の三次元形状造形物の製造方法を実施することによって、種々の物品を製造する
ことができる。例えば、『粉末層が無機質の金属粉末層であって、固化層が焼結層となる
場合』では、得られる三次元形状造形物をプラスチック射出成形用金型、プレス金型、ダ
イカスト金型、鋳造金型、鍛造金型などの金型として用いることができる。
【符号の説明】
【００４５】
１　　光造形複合加工機
２　　粉末層形成手段
３　　光ビーム照射手段
４　　切削手段
１９　粉末／粉末層（例えば金属粉末/金属粉末層または樹脂粉末／樹脂粉末層）
２０　造形テーブル
２１　造形プレート
２２　粉末層（例えば金属粉末層または樹脂粉末層）
２３　スキージング用ブレード
２４　固化層（例えば焼結層または硬化層）またはそれから得られる三次元形状造形物
２５　粉末テーブル
２６　粉末材料タンクの壁部分
２７　造形タンクの壁部分
２８　粉末材料タンク
２９　造形タンク
３０　光ビーム発振器
３１　ガルバノミラー
３２　反射ミラー
３３　集光レンズ
４０　ミーリングヘッド
４１　ＸＹ駆動機構
４１ａ　Ｘ軸駆動部
４１ｂ　Ｙ軸駆動部
４２　ツールマガジン
５０　チャンバー
５２　光透過窓
Ｌ　固化層の形成のための光ビーム
Ｌ’焼き鈍し処理のための光ビーム
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